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以下、海道ノブチカ⽛ヨーロッパ会社（SE）と経営参加⽜商学論究（関西学院大学
商学研究会）51 巻⚓号（2004 年）17 頁以下、松田和久⽛欧州連合における欧州会社
（SE）の設立⽜千葉商大論叢 42 巻⚓号（2004 年）171 頁以下、同⽛欧州会社（SE）
の運営における従業員の関与⽜千葉商大論叢 42 巻⚔号（2005 年）143 頁以下、上田
廣美⽛共同体法における会社法の基本的問題とその課題─ヨーロッパ会社と開業
の自由を中心に─⽜慶應法学⚓号（2005 年）⚑頁以下、関孝哉⽛欧州会社法と主
要欧州企業の対応⽜商事法務 1829 号（2008 年）33 頁以下、スピンドラー＝ジェラ
ルド（早川勝訳）⽛ヨーロッパ株式会社：その構造と法政策的展開の状況⽜同志社法
学 61 巻⚗号（2010 年）⚑頁以下、高橋英治＝新津和典⽛ヨーロッパ会社（SE）法





3 Règlement (CE) no 2157/2001 du Conseil du 8 octobre 2001 relatif au statut de la
société européenne (SE), JOCE no L 294 du 10/11/2001 pp. 1-21; Council Regulation
(EC) No 2157/2001 of 8 October 2001 on the Statute for a European company (SE), OJ
L294, 10/11/2001, pp. 1-21.
規則という）ならびに⽛労働者関与に関してヨーロッパ会社法を補完す












4 Directive 2001/86/CE du Conseil du 8 octobre 2001 complétant le statut de la
société européenne pour ce qui concerne l’implication des travailleurs, JOCE no L
294 du 10/11/2001 pp. 22-32; Council Directive 2001/86/EC of 8 October 2001
supplementing the Statute for a European company with regard to the involvement
of employees, OJ L 294, 10/11/2001 pp. 22-32.





亜法学 36 巻⚑号（2001 年）247 頁以下、正井章筰⽛ヨーロッパ会社（SE法）を補



















ロッパ会社は、2004 年 10 月の同法の施行以来、控えめながらも着実に
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と政治（関西学院大学法政学会）55 巻⚒号（2004 年）47 頁以下、同⽛持株会社方式
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変更方式によるヨーロッパ会社の設立⽜札幌学院法学 22 巻⚒号（2006 年）43 頁以
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15 拙稿⽛会社法における組織再編対価の公正確保─ヨーロッパ会社法の示唆─⽜






















（2007 年）323 頁以下、450 頁以下。また、ヨーロッパ会社法の成立までの沿革につ
き、同⽛ヨーロッパ会社法成立までの歩み⽜札幌学院法学 24 巻⚑号（2007 年）⚑頁
以下。
16 Noëlle Lenoir, La Societas Europaea ou SE, -Pour une citoyenneté européenne de
l’entreprise, La documentation Française, Collection des rapports officiels, Rapport
au garde des Sceaux, ministre de la Justice, 2007.
17 SE 規則に関する改正案につき、拙稿⽛ヨーロッパ会社法の改正案─フランス
からの一提案─⽜札幌学院法学 27 巻⚑号（2010 年）⚑頁以下、フランス法に関す
る改正案につき、同⽛ヨーロッパ会社に関するフランス法の改正案─ルノワール
報告書を中心に─⽜法と政治 63 巻⚑号（2012 年）123 頁以下。
18 SE 規則およびフランス法はともに、株主総会を単に⽛総会⽜（assemblée génér-
ale）と表示しているので、本稿においても原則として、以下、総会と表記する。
19 その他の加盟国の法制についても、若干の言及を行っている。





択された規定は次の⚑箇条のみである。すなわち、商法典 L. 229-8 条
は、⽛ヨーロッパ会社の総会は、2001 年 10 月⚘日理事会規則 2157/2001
号［SE規則］に抵触しない範囲において、本節第⚕款第⚓項所定［総会］
の規定22 に服する⽜（［ ］内は、引用者挿入）と規定している。




















票手続、総会決議の有効性等が挙げられる（Werlauff, supra. note no 1, p. 97）。
22 以下、フランスの株主総会に関する規定の翻訳については、加藤徹＝小西みも恵
＝笹川敏彦＝出口哲也⽛フランス会社法（⚖）⽜法と政治 65 巻⚔号（2015 年）373 頁
以下を参照した。また、山口幸五郎＝加藤徹⽛フランス新会社法（4）⽜阪大法学 70
号（1969 年）164 頁以下および早稲田大学フランス商法研究会⽝注釈会社法第 2巻⽞
（成文堂、1977 年）661 以下も併せて参照させて頂いた。









いる場合に限る。SE規則 23 条⚒項、同 32 条⚖項）、⑤監督機関（⚒層
制）の構成員の選任（SE規則 40 条⚒項）25 、⑥管理機関（⚑層制）の構
成員の選任（SE規則 43 条⚓項）、⑦定款変更（後述、SE規則 59 条）、⑧
ヨーロッパ会社の株式会社への組織変更（66 条⚖項）である。










24 以下、Dorresteijn, Monteiro, Teichmann and Werlauff, supra. note no 1, at 4.31, p.




び解任も総会の権限となる（SE 規則 39 条⚒項）。もっとも、指揮機関の構成員に
ついては、前記のように、その選任のみではなく解任についても言及されているが
（SE規則 39 条⚒項）、監督機関および管理機関の構成員については、その選任につ
いてしか言及されていない（SE規則 40 条⚒項、43 条⚓項）（Dorresteijn, Monteiro,
Teichmann and Werlauff, supra. note no 1, p. 118）。
26 Colombani et Favero, supra. note no 1, no 352, p. 103. 総会の権限として国家法制
に対し完全に委任している事項は数多くみられるが、とりわけヨーロッパ会社の年
次計算書類の承認および解散の決定が重要になると指摘される（Dorresteijn,
Monteiro, Teichmann and Werlauff, supra. note no 1, at 4.31, p. 118）。



























28 フランス法では、本文のように、普通総会（商法典 L. 225-98 条）および特別総会





に服させるのみである（SE規則 60 条⚑項）（Goyet, supra. note no 1, no 201, p. 29）。
29 Colombani et Favero, supra. note no 1, no 353, p. 103.
30 Colombani et Favero, supra. note no 1, no 341, p. 101.






















32 Colombani et Favero, supra. note no 1, no 341, p. 101, Andenas and Wooldridge,
supra. note no 1, p. 332.







34 スペイン株式会社法 95 条（Andenas and Wooldridge, supra. note no 1, p. 358）。
35 Colombani et Favero, supra. note no 1, no 341, p. 101.
36 Cathiard et Lecourt, supra. note no 1, no 977, p. 399. スペイン法もまた、かかる選
択肢を採用していないとされる（Plañiol, supra. note no 1, p. 373）。
避しうる性質を有するものであると指摘される37。


















37 Cathiard et Lecourt, supra. note no 1, no 977, p. 399.
38 もっとも、フランスでは、判例上、取締役会長単独による招集はできないと解さ




である（商法典 L. 225-105 条）（白石・後掲注（91）68 頁、Merle, supra. note no 1, no
346, p. 367）。株主団体は、本文のように総会の招集請求権を有し（商法典 L.
225-103 条）、また、後述のように、議題・議案の提案権も有する（商法典 L. 225-105
条⚒項）。




る⚑人もしくは⚒人以上の株主の請求により、または L. 225-120 条所定の要件に対
応する株主団体の請求により、裁判上選任された⚑人の受任者；⚓号 清算人；⚔
号 公開買付もしくは公開交換後または支配株の譲渡後の資本または議決権にお




41 以上、Bouchoul, supra. note no 1, no 797, p. 260.
⚕ 少数株主による総会招集請求権
（1）序












（ア） 総会招集権は、まず、引受済資本44 の 10％以上を有する⚑人ま










42 Rojo, supra. note no 1, p. 122
43 Rojo, supra. note no 1, p. 122.
44 本文で記したように、この割合の分母は議決権ではなく、引受済資本である
（Bouchoul, supra. note no 1, no 798, p. 260）。
45 議事日程とは、株主によって審議および決議することが求められる事項（ques-
tions）の一覧を定めるものである（白石・後掲注（91）61 頁、Merle, supra. note no 1,
no 525, p. 588）。
46 SE 規則 55 条⚑項は、EU官報英語版では、その第⚑文と第⚒文が⽛；⽜で区切ら
れているが（OJ L 294, 10.11.2001, p. 15）、同官報フランス語版では、第⚑文と第⚒文







L. 225-103 条、2006 年イギリス会社法 303 条⚒項、ドイツ株式法 122 条











47 Rojo, supra. note no 1, p. 124, Cordt, supra. note no 1, no 34, pp. 152-153, Bouchoul,
supra. note no 1, no 798, p. 260.
48 Rojo, supra. note no 1, p. 122, Cordt, supra. note no 1, no 34, p. 153. なお、株式会社
の構造ならびにその機関の権限および義務に関する EU 会社法第⚕指令第⚒修正







会社法に関する第⚕指令案について（上）⽜阪大法学 110 号（1979 年）196 頁を参考
にした）。
なお、第⚕指令案は、1972 年に提案されたが（OJ C 131, 13.12.1972, pp. 49-61）、







る（Dorresteijn, Monteiro, Teichmann and Werlauff, supra. note no 1, at 3.64, p. 70）
（あるいは現在のところ、断念されているといわれる（Germain et Magnier, supra.
note no 1, no 1901, p. 286））。
49 Rojo, supra. note no 1, p. 122.



























されると解される（Rojo, supra. note no 1, p. 122）。
51 Rojo, supra. note no 1, p. 122.
52 Rojo, supra. note no 1, p. 123.
53 Rojo, supra. note no 1, p. 123.
54 Rojo, supra. note no 1, p. 123.
55 もっとも、フランスにおいては、その制裁として（Cannu et Dondero, supra. note
no 1, no 939, p. 614）、未払込株式の議決権は停止される（商法典 L. 228-29 条）。
れる56。









（商法典 L. 225-103 条Ⅱ）およびスペイン（株式会社法 97 条）では資本
の⚕％という基準が、ドイツでは資本の⚕％または 50 万ユーロの持分
価値という基準（株式法 122 条⚑項）60 が定められている61。また、イギ
リスにおいては、議決権を有する払込済資本の⚕％という基準が定めら










56 Rojo, supra. note no 1, p. 123.
57 ただし、各株主（パートナー）の持分が大きい共同子会社方式により設立された
ヨーロッパ会社の場合（SE規則⚒条⚓項）には、10％の割合でも十分なものである
とされる（Rojo, supra. note no 1, p. 124）。
58 Rojo, supra. note no 1, p. 124, Cordt, supra. note no 1, no 34, p. 154, Bouchoul, supra.




のであると指摘される（Rojo, supra. note no 1, p. 124）。
60 Haarmann and Schindler, supra. note no 1, p. 250，山下・後掲注（91）86 頁－ 87
頁。
61 Cordt, supra. note no 1, no 34, pp. 153-154.


























63 Cordt, supra. note no 1, no 34, p. 154. もっとも、かかる定款の柔軟性は、定款上の
住所のある加盟国の法制がヨーロッパ会社に適用される割合を株式会社に適用さ
れる割合と一致させている場合には、意味のないものとなる（Cordt, supra. note
no 1, no 34, p. 154）。
64 Rojo, supra. note no 1, p. 124.
65 Rojo, supra. note no 1, p. 124.
66 Cordt, supra. note no 1, no 34, p. 154.
67 Rojo, supra. note no 1, p. 124. 同旨、Cordt, supra. note no 1, no 34, p. 154, Bouchoul,
supra. note no 1, no 798, pp. 260-261.
68 Bouchoul, supra. note no 1, no 802, p. 262.



























70 Rojo, supra. note no 1, p. 124.
71 Rojo, supra. note no 1, p. 124.









73 Rojo, supra. note no 1, pp. 124-125.
家法制を妨げない（SE規則 55 条⚓項）。

























74 Cordt, supra. note no 1, no 35, p. 154, Bouchoul, supra. note no 1, no 800, p. 261.
75 EU官報のフランス語版およびイタリア語版は、⽛適切なときに⽜（en temps utile；
in tempo utile）という表現を使用する（Rojo, supra. note no 1, p. 125）。
76 EU官報の英語版およびスペイン語版は、⽛しかるべきときに⽜（in due time；a su
debido tiempo）という表現を使用する（Rojo, supra. note no 1, p. 125）。
77 Rojo, supra. note no 1, p. 125.
78 Rojo, supra. note no 1, p. 125.
79 Rojo, supra. note no 1, p. 125.



































83 Rojo, supra. note no 1, p. 126.


















いる（商法典 L. 229-8 条）。したがって、総会招集権について準拠され
るべきは、商法典 L. 225-103 条であると解される。なお、フランス法で
は、少数株主により直接総会を招集する可能性を認める規定は存在しな







85 Rojo, supra. note no 1, p. 127.
86 Bouchoul, supra. note no 1, no 799, p. 261．また、フランスにおける総会招集権に
ついては、Cannu et Dondero, supra. note no 1, no 851, pp. 561-562, Germain et
Magnier, supra. note no 1, no 2117, pp. 394-395, Merle, supra. note no 1, no 520, pp.
583-584 参照。
87 この割合は、従前は 10％であったが、新たな経済の制御に関する 2001 年⚕月 15
日法律第 2001-420 号により、⚕％に改正された（鳥山恭一⽛NRE─新たな経済の



















88 商法典 L. 225-103 条については、前掲注（40）を参照。




を要求していない（Lenoir, supra. note no 16, p. 130）。また、フランス法は、SE規則
55 条⚑項を国内法化していない。その結果、フランスにおいて登録されたヨーロッ
パ会社について、SE規則 55 条⚑項ではなく、商法典 L. 225-103 条Ⅱ⚒号が適用さ
れる（受任者の関与が義務づけられる）ことになる。そこで、同報告書によれば、
フランスの立法者に対し、SE 規則の規定をフランス法のなかに導入することが望
ましいとされた（Lenoir, supra. note no 16, p. 130, Cathiard, Vers un assouplisse-





（Cathiard, Vers un assouplissement, supra. note no 1, p. 62）（詳しくは、笹川・前掲
注（17）改正案 137 頁-141 頁参照）。もっとも現在のフランスの実務では、上述の
議論とは異なり、本文に述べたように、商法典 L. 225-103 条Ⅱ⚒号が適用され、裁
判所の選任する受任者が関与するものとして取り扱われている（Cathiard et






























92 Rojo, supra. note no 1, p. 127.
93 この指令は、正式には、⽛上場会社の株主の権利行使に関する 2007 年⚗月 11 日
欧州議会および理事会指令第 2007/36/CE 号⽜（Directive 2007/36/CE du
Parlement Européen et du Conseil du 11 juillet 2007 concernant l’exercice de
certains droits des actionnaires de sociétés cotées）（JO L 184, 14.7.2007, pp. 17-24）
と称される。本指令については、正井章筰⽛EUにおける株主の権利指令について
─ドイツと日本の制度との比較において─⽜早法 84 巻⚔号（2009 年）19 頁以
下を参照。また、本指令の翻訳については、正井章筰⽛（資料）EUにおける株主の



















































SE 規則は、総会招集権に関する規定（SE規則 55 条⚓項）とは対照的
に、議題提案権について、（議案の提案がなされたにもかかわらず、会社
がこれを議事日程に記載しなかった場合に関する）⽛強制的な二者択一












97 Rojo, supra. note no 1, p. 127. もっとも、定款は本来、かかるルールを補正しうる
ものであるとされる（Rojo, supra. note no 1, p. 127）。
98 Rojo 教授は、議題提案権を有しない国家法制の例としてスペイン法を挙げるが




supra. note no 1, p. 363, p. 373）。
99 この場合は、SE規則が直接適用される。
100 Rojo, supra. note no 1, p. 127.


















⚑人もしくは⚒人以上の株主または（商法典 L. 225-120 条所定の要件に
相当する）株主団体は、議題106 または議案（projet de résolution）を提案









et Dondero, supra. note no 1, no 858, pp. 566-567, Merle, supra. note no 1, no 522, pp.
584-585 を参照。
105 Bouchoul, supra. note no 1, no 802, p. 262.
106 フランスでは、従来、議案の提案権しか認められていなかったが、2010 年 12 月
⚙日オルドナンス第 2010-1511 号により、議題の記載請求権も株主に認められるよ
うになった。この改正は、前掲注（94）の EU株主権利指令⚖条⚑項の要請にもと
づくものである（白石・前掲注（91）63 頁－ 64 頁）。
107 ただし、会社資本がコンセイユ・デタの議を経たデクレ所定の額を超える場合は、
必要とされる割合を減少することができる（商法典 L. 225-105 条⚒項）。具体的に
は、会社資本が 75 万ユーロを超える会社について、株主が保有すべき資本の割合
は、次のように計算される（商法典R. 225-71 条⚒項）。すなわち、a）最初の 75 万
ユーロについては⚔％；b）75 万ユーロと 750 万ユーロの間に含まれる資本部分に




























（Marcel Hamiaut, La réforme des sociétés commerciales, tome 2, Dalloz, 1966, p. 133.
白石・前掲注（91）67 頁より引用）。





110 前述の SE 規則 55 条⚒項において明示されるべき正確性は、フランス法におい
てもまた存すると指摘される。具体的には、商法典 R. 225-66 条⚒項によると、議
事日程に記載されるべき事項の内容および範囲は、他の文書を参照する必要がない
ように、明確に分かるようにされなければならない（Bouchoul, supra. note no 1, no
804, p. 263）。




















解される（Werlauff, supra. note no 1, p. 99）。








180 頁））。かかる内容の規定は、2001 年の SE規則においては採用されなかったが、
単純多数決によっては定款を変更することができないので（SE 規則 59 条⚑項）、
2001 年の SE 規則は 1991 年修正案と本質的には異ならないものであると指摘され
る（Werlauff, supra. note no 1, p. 99）。
113 加盟国の法制が分割払込制度を採用する場合（たとえば、フランス）は、払込未
了の場合も引受済資本に算入され、かつその分子にも算入されるものと解する見解
もある（Werlauff, supra. note no 1, p. 103）。
114 なお、ベルギー法では、SE規則 59 条⚒項の選択肢を利用している。かかる選択
肢の利用は、定款変更の手続を促進させ、さらに総会の活性化に資するものである
と指摘される（Cordt, supra. note no 1, no 45, p. 161）。




































118 Goyet, supra. note no 1, no 211, p. 30.
119 Bouchoul, supra. note no 1, no 814, p. 265. 同旨、Colombani et Favero, supra. note





















120 Goyet, supra. note no 1, no 210, p. 30. フランス法においては、棄権、白票および無
効票は、反対票としてみなされる（Caussain, supra. note no 1, p. 51, Merle, supra.
note no 1, p. 610 et p. 620, Bouchoul, supra. note no 1, no 814, p. 265）。
121 Goyet, supra. note no 1, no 210, p. 30. また、若干の得票で総会決議が一変しうるよ
うな⽛敏感な⽜（sensible）総会において、棄権または無効票が⽛反対票⽜として計
算されないという点は重要であると指摘される（Colombani et Favero, supra. note








（Werlauff, supra. note no 1, p. 100）
122 ここで、Goyet は、例として、フランスにおいては、規制された取引（利益相反取
引）に関して利害関係のある指揮者または株主の議決権が排除されること（商法典
L. 225-40 条⚔項）を挙げるが（Goyet, supra. note no 1, no 210, p. 30）、これは取締役
会における議決権についてであって、株主総会での議決権についてではない。


























124 Goyet, supra. note no 1, no 213, p. 31.
125 この問題の原因は次の⚒つにあるとされる。すなわち、第⚑に、フランスにおい
て、種類株式を構成する株式は、特別なルールに服し、種類株主総会を規定する商
法典 L. 225-99 条の適用外になることである（たとえば、議決権なき配当優先株式
（商法典 L. 228-15 条））。第⚒に、種類株式の概念は、（フランスの株式会社および）
フランスに登録されたヨーロッパ会社が発行しうる資本に対する権利を付与しま
たは債権証券の割当に対する権利を付与する有価証券（商法典 L. 228-91 条）の総
体をカバーできないことである（Goyet, supra. note no 1, no 214, p. 31）。
































129 フランスの SAS における定款自治については、小西みも恵⽛フランス簡易株式
組織会社（SAS）における株式譲渡に関する定款自治の拡大と限界（⚑）（⚒・完）⽜
佐賀大学経済論集 42 巻⚔号（2009 年）53 頁以下、同 43 巻⚑号（2010 年）47 頁以
下、同⽛定款自治の拡大と限界：フランス簡易株式組織会社の社員権を中心として⽜
関西学院大学博士論文（2011 年）を参照。
130 Bouchoul, supra. note no 1, no 808, p. 264.
